「都内病院の児童虐待対応の実態調査」の概要

【目的】

都内病院における児童虐待対応の実態を調査し、組織的対応のためにどのような準備が必要か、また、虐待対応の上でどのような点が課題か、まとめました。
【主なポイント】

１　都内病院では、毎日、児童虐待や要支援家庭に対応する可能性がある
平成19年度に、回答した127病院が対応した児童虐待件数は342件、要支援家庭の件数は494件であった。また、38.6％の病院が、児童虐待に対応した経験があるとしている。

２　児童虐待対応のための具体的な取組の実施は、回答した127病院の約２割である。
　児童虐待対応のための取組状況は、「マニュアル作成」18.9％、「チェックリスト作成」11.0％、「勉強会の実施」15.0％、「児童虐待対策委員会（以下「委員会」）の設置」18.1％であった。
３　虐待対応のための委員会のある病院（n=23）は、児童虐待への対応件数が多い。
　委員会のある病院は、委員会のない病院に対して、1病院あたりの児童虐待対応件数が5.5倍、要保護児童対策地域協議会の出席割合が3.1倍であった。
４　委員会のある病院（n=23）は、委員会のメリットを実感している。
　委員会のある病院は、「院内での役割分担の明確化」（78.3%）、「個人責任・負担の軽減」（73.9％）、「院内での対応方法の統一化」（69.6％）、「関係機関連携の円滑化」（65.2％）等がメリットであると認識している。

５　委員会のある病院（n=23）の、運営上の課題は「委員会開催の労力」と「院内周知」
　委員会のある病院の、運営上の課題は、「委員会開催に労力や時間を要する」（43.5％）、

「委員会が院内に浸透しない」（43.5％）である。
６　委員会のない病院（n=104）の、理由の8割は「虐待事例の対応が少ない」
　委員会のない病院の、不設置の理由の1位は「虐待事例の対応が少ない」（78.8％）、２位は「個々の職員で対応可能」（17.3％）である。
７　病院が行政にのぞむことは、「児童相談所との連携」と「法的問題への支援」
　回答した病院（n=127）において、行政にのぞむことの1位は「児童相談所との連携」（58.3％）、2位は「法的問題への支援」（42.5％）である。




















































